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管理目標は資源管理を成功させるうえで不可欠

であるが，不確実性を考慮した確率モデルを用い

たリスク管理が必要である．その際に，生物学的

知見だけでなく，漁業者以外も含めた社会合意に

よって管理目標を定め，それを達成する漁獲可能

量を定めることが肝要である．

1．なおMSYを批判する

MSY（最大持続生産量）概念が1930年代に誕

生した当初は，餌種や天敵などとの相互作用を無

視した単一種モデルで，加入量の年変動などの確

率的要素（過程誤差）や資源量推定誤差などの不

確実性を考慮しない決定論モデルで，定常状態を

仮定したものであった（松田2012）．その後，推定

誤差，過程誤差，非定常性を考慮したリスク管理

モデルに進化してきた．

けれども，今日に至るまで，MSY理論に基づく

資源管理は単一種管理であり，スイッチング漁獲

（KatsukawaandMatsuda2003）のような多魚種管

理ではない．群集全体から得られる漁獲高の

MSYは定義可能だが，多種共存を保証しない

（MatsudaandAbrams2006）．順応的管理で用いる

フィードバック制御は不確実性と過程誤差に頑健

だが，複雑系には脆い（MatsudaandAbrams2013）．

最適制御は複雑系でも理論上可能だが資源量推定

誤差などの不確実性に脆い．そして，漁業利益は

生態系サービスの一部であり，最大化すべきは生

態系サービスである（Matsudaetal.2010）．MSY

理論は，このような生態系アプローチ（松田2012:

4頁）の視点を取り込んでいないし，取り込むこと

はできない．

B.Wormらの2048年漁業崩壊説（松田2012）も

極端だが，タイセイヨウクロマグロのように，

2009年にはあと5年で枯渇と予測された（FAO

2009）ものが2014年には史上空前の高水準と評価

され，2009年当時の激減が事実上否定されている

（ICCAT2014）など，信じがたい資源評価が横行し

ている．地域漁業管理機関（RFMO）も環境団体

も不確実な数字を独り歩きさせるが，もっと注意

を払うべきだろう．特に直近数年間の資源評価は，
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将来見直される可能性があることに留意すべきで

ある．

さらに不確実性が高いのが初期資源量，環境収

容力，そしてMSYである．漁業開始以前の資源

量が推定できている場合を除けば，これらは非線

形密度効果のある再生産関係から外挿せざるを得

ない．MSY概念は，このような未実証の空論に

管理の成否を委ねているに等しい．

ただし，下記に述べるように，管理目標を社会

的合意によって定めることができるならば，それ

をMSYと呼ぶことに異論はない．MSYは国連海

洋法条約の第61条及び海洋生物資源の保存及び

管理に関する法律（TAC法）第3条と第5条に記

されている概念である．条文に記されているにも

かかわらず，数学的な定義は時代とともに変わっ

ている．

また，初期資源量から大幅に減っていることが

確実な資源については，減った後の現状を目標に

することは合理的ではない．これは，加入当たり

産卵量（%SPR）という指標でおおむねわかる．ク

ロマグロのように%SPRが2‒5%程度と推定され

るような資源は，既に大幅に資源量を減らしてい

ると考えられる．少なくとも暫定目標である4万

トンまでの速やかな回復は必要であり，それより

も高めの長期目標を置くことも妥当だろう．

2．資源管理の目的と目標を関係者で合意

する

それでも，持続可能な漁業のためには資源管理

が必要である．それは，推定誤差，過程誤差と漁

獲枠と実際の漁獲量の乖離（実行誤差）という3

つの不確実性を考慮し，限られた情報と個体群動

態モデルから状態空間モデル（岡村・市野川2016）

を構成し，管理目標を定め，最も合理的な現状認

識とそれに基づく管理戦略を立て，リスクを評価

する．この管理戦略評価（MSE）は，MSYなしで

も可能であり，かつ有効である．

図1（上）は国際的によく使われる過程誤差を

考慮したHockey-stick（HS）型密度依存モデルの

太平洋のクロマグロの例である．Logisticではない

がMSYに基づく漁獲可能量（TAC）設定が理論

的に可能である．ISC（2016）自体はこの資源の

MSYを算定していないが，この図を見る限り，親

魚量がBlimitである3万トン以上であれば加入量

は親魚量によらず環境条件のみに左右される．

よって3万トンよりずっと多く親魚量を獲り残す

必要はない．しかし，上述の通りクロマグロの暫

定目標は 4.1万トンであり，2034年までの長期
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図1　(上) 国際的によく使われる親魚量と加入量の関係

のhockey-stick型密度依存モデル (Nakatsuka et al. 2017) 
と (中, 下) はその変形. 



目標は過去の歴史的中間値である13万トンであ

る．すなわち，クロマグロの資源回復目標は

MSYを用いていない．

図1（中）は，図1（上）の水平部分が異様に広

い密度依存モデルである．この場合，資源がBlimit
以下に減る恐れがないならば，加入乱獲の心配は

無用であり，日本で TAC不要の論拠となる．本

来，クロマグロも「初期」資源量が数十万トン以

上あったとすればこの図に近いはずだが，大幅に

資源が減ってBlimitを大きく下回っているため，

やはり資源管理が必要である．図1（下）は加入

率が親魚量によらずに（密度非依存で）環境条件

のみに左右される場合である．同じ環境条件なら

ば親魚量が多いほうが加入量は多く，親魚を獲り

残すべきであり，資源管理は必要である．ただ

し，親魚量が多いほど加入量も無限に増えるた

め，MSYは定義できない．なお，生態学で密度依

存性とは加入量でなく加入率が親魚量と比例関係

にないことを意味する．

MSYは原理的には生物学的に定義できる点が

有利と思われがちだが，裏を返せば弱点である．

管理の目的，管理目標は関係者が合意して定める

べきものであり，生態系アプローチの第一原則に

ある通り，「管理目的は社会の選択」に委ねるべき

である．それを実証困難な外挿による計算に委ね

るのは危険である．大事なことは，より科学的に

精緻な管理目標を立てることではなく，合意した

管理目標を実現することである．

科学自体は「すべき」ことを語らない．しかし，

社会が合意した目的を達成する手段や実現可能性

を吟味することはできる．順応的水産資源管理は

実証科学ではなく，未実証の前提を用いたリスク

管理である．

そのためには，資源管理の必要性やその目的を

合意する段階と，その目的に基づいた管理目標と

その実行計画を合意する段階を2つに分けること

が重要である（図 2）．そのいずれにおいても，社

会合意に委ねる手続きを含んでいることに注意し

てほしい．これは，環境影響評価の手続きで実際

の調査結果による影響記述をする準備書段階だけ

でなく調査項目や手法を記した方法書段階でも広

く意見を求めることに通じる．

過程誤差がある以上，未来を一通りに予測する

ことはできない．水産資源評価では多くの資源に

ついて資源回復確率を評価して生物学的許容漁獲

量（ABC）を算定している（図 3）．このような図を

示すようになってから，マサバにおいても資源管

理の必要性が漁業団体にも認識されるようになった．

現行の資源評価制度では，複数シナリオに基づ

く複数のABCが提示されている．図2のような

手続きを経て管理目標及び複数シナリオのうちど

のシナリオを選ぶかを社会合意し，それを達成す

る単一のABCを科学者が提案すべきである．当

事者の社会合意に託す部分と科学的に決める部分
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図3　確率モデルによってマサバ太平洋系群の資源量が

100万トンに回復する確率を示したもの. 1990年代の漁

獲係数では回復確率は0であるが, 70-80年代の漁獲係数

では2015年までに5割近くが回復する (松田2012より). 
図2　生態リスク管理の基本手続き (松田2012の25頁を

簡略化). 



が整理されていない．そして，社会合意には漁業

者だけでなく，環境団体等も含めた合意が必要で

ある．さらに，管理計画の遂行後に当事者以外を

含めた客観的科学的評価が必要である．水産総合

研究センター（2009）にも，「政府は，国としての

資源管理・生態系保全に係る基本的な考え方を国

民・関係者に公表し，合意を形成することが求め

られる」と記されている．

さらに，ABCを精緻に算定するだけでなく，資

源評価が実際の資源の持続可能性に有効に機能し

ているかどうかを事後検証することが肝要であ

る．残念ながら，ABCを算定している資源評価対

象資源のうち，低水準の資源の割合は，1996年か

らほとんど減っていない．これでは，有効に機能

しているとは言い難い．

3．TAC対象種を増やすべきである

ABCをMSYとするかどうかよりも，ABCを順

守することが肝腎である．TAC対象種について

は，それなりに複数シナリオのうち最大の（漁業

規制が緩い）ABCに比べれば，TAC及び実際の漁

獲量はほとんどの資源で低くなった（図4）．しか

し，TAC対象種以外はせっかく定めたABCが守

られていないことがわかる（図4）．それで資源が

減らないならともかく，資源が減り続けていた

り，低水準から一向に回復しない資源もある．資

源評価で低位かつ減少で漁獲量がABCを超えて

いる魚種はTAC制を導入すべきである．

さらに国際資源または将来他国と競合する魚種

は早めに TACを国際的に合意すべきである．最

後に，TACは生物種ごとに定め，かつ系群ごとに

定めるべきである．サンマは日本の排他的経済水

域（EEZ）内では主に棒受け網漁業で獲り，まき

網で獲ることはできない．しかし，サンマはEEZ

外にも広く回遊する．中国などの外国漁船がEEZ

外でサンマを大量に漁獲している．2015年から

サンマを国際資源としたが，外国がたくさん獲る

実績を積んだ後では，日本に有利な漁獲枠配分を

国際合意することは難しい．マサバも同じ目に遭

いつつある．ほかにもサワラなど，国際資源にし

て国際管理すべき魚種は多々ある．2017年から

国際合意のもとに国内でTACを導入したクロマ

グロだけでなく，10年後に外国がEEZ外で利用し

そうな資源は，TAC制度を導入し，外国の漁獲量

が増えないうちに国際管理を合意すべきである．

親魚資源量だけでなく，未成魚も加味した産卵

ポテンシャル（Katsukawa and Matsumiya 1997）の

ほうが，より妥当な管理方針を立てられるだろ

う．図 5は太平洋のクロマグロの資源変動であ

る．2014年までは親魚量が低迷し，かつ加入量も

激減し，悲観的な将来予測だった．その後に加入

の良い年が続き，1997年の会議では楽観的な予測
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図4　水研機構の資源評価表において漁獲量がABCを超

えている資源 (系群) 数の割合. 左はTAC対象の 7魚種, 
右はそれ以外. 
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図5　太平洋のクロマグロの親魚量と加入量の推定値の

経年変化 (ISC 2016に基づき作図). 



に変わり，日本も暫定目標と長期目標に合意した．

しかし，資源評価自体は依然として親魚量を指

標として示している．資源動態の数値実験に基づ

く資源回復確率を求める上では未成魚の資源尾数

も用いているはずだが，これでは分かりにくい．

かといって，未成魚も含む単純な資源量（生物体

量）は妥当な指標ではない．同じ資源量でも未成

魚が多い場合には次世代の加入にすぐに寄与しな

いからである．生態学には繁殖価という概念があ

る．未成熟個体の繁殖価は成熟までの死亡率の分

だけ割り引いて考える．加入当たり産卵数は，定

常状態を仮定した場合の加入齢での繁殖価を意味

する（松田2012）．繁殖価で重みづけした資源量

を産卵ポテンシャルという．

京都ズワイガニ漁業は2009年にアジア初の持

続可能な漁業のエコラベルであるMSC（海洋信託

評議会）認証漁業に認定された．しかし，2014年

の更新時に，持続可能性の担保に乏しいと指摘さ

れ，取り下げたという（山崎2016）．ズワイガニは

TAC対象魚種であり，TACを順守していることを

根拠として申請したが，成熟個体資源量が減って

いるのにTACを増やした経緯を指摘され，信頼性

を疑われたらしい．この時も，未成熟個体が増え

ているためにTACを引き上げたというから，産卵

ポテンシャルを指標としていれば，MSC認証を更

新できたかもしれない．

MSC認証は地元が任意で申請するものだから，

水産庁や水研機構は静観していたようであるが，

MSCは国際的に最も権威ある水産物認証制度の

一つであり，それが日本のTAC制度の不信を示し

たのだから，丁寧に説明すべきであっただろう．

結局は，このような態度が，日本の信用を損なっ

ていると言わざるを得ない．

さらに，TACだけでなく，その枠の配分方法も

明確にすべきである．1990年代の日本のTACは，

ABCを大幅に上回ることが多々あった．TACを

知事許可漁業と各都道府県の大臣許可漁業に割り

当てても，資源の来遊量は毎年変わるから，予定

より獲れない地域や獲れすぎる地域が出てくる．

一部の大臣許可漁業では漁業者団体が再配分し，

過不足なく漁獲する体制ができつつあるようだ

が，都道府県の枠は融通が利かない．これがTAC

をABCを超えて設定する口実であった．

しかし，実際の総漁獲量が ABCを超えてし

まっては，TAC制度が乱獲の歯止めにはならな

い．2010年頃からは，ほとんどの資源でTACを

ABCに一致させるようになり，漁獲量がABCを

超えることはほとんどなくなった（図4）．

2017年（第3管理期間）から TACを設定した

国際資源のクロマグロでは，漁期初めから北海道

に大量のクロマグロが来遊して定置網で漁獲され

てしまい，北海道の漁獲枠を大幅に超えてしまっ

た．TAC制度を成功させるためには，捕獲枠の再

配分を行う方法を検討する必要がある．
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